
合志市ふるさと納税事業一括代行委託公募型プロポーザル実施要領

１．趣旨
合志市（以下「本市」という。）では、平成２０年度よりふるさと応援寄附金（以下「ふるさと納税」という。）の受付を開始、平成２８年度にはポータルサイトの開設を行い、市の知名度向上及び魅力発信に取り組んでいます。
本市のふるさと納税に寄せられる寄附件数が増加傾向にあることから、業務の効率化及び返礼品等の内容充実を通じて、ふるさと納税制度を活用したシティプロモーションの推進を図ることを目的に、公募型プロポーザル（以下「プロポーザル」という。）を実施するため必要な事項を定めるものです。

２．業務の概要
（１）業務名
合志市ふるさと納税一括代行業務委託
（２）業務内容
「合志市ふるさと納税一括代行業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。） による。
（３）委託期間
令和２年４月１日から令和７年３ 月３１ 日まで

３．参加資格
参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていること。
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。
（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続
開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。
（３）企画提案書の提出期限において、合志市から指名停止措置を受けていないこと。
（４）国税、地方税等を滞納していないこと。
（５）合志市暴力団排除条例（平成２４年３月２１日条例第１号）第２条第１号に
　規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員等関係者でないこと。
（６）個人情報保護のために必要な措置（プライバシーマーク（一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するもの）等の認証取得又は事業所内での情報セキュリティポリシーの策定等）を講じていること。
（７）熊本県内の自治体において同種業務の契約実績が複数あること。
 (８) 現行委託業者及び熊本県内に営業所もしくは、本・支店があること。
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４．選定方法
審査は、提出書類の内容及びプレゼンテーションについて、選考委員会による評価基準に基づき評価採点を行い、その合計点が最も高いものを選定し、受託候補者（１者）とする。

５．プロポーザル審査に係るスケジュール
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６．参加申込書・企画提案書等の提出方法
（１）提出書類
①	プロポーザル参加申込書（様式第１号）
②	誓約書（様式第２号）
③	企画提案書（任意様式）
④	業務実績調書（過去５年間）（様式第５号）
⑤	本業務に係る実施体制（様式第６号）
⑥	会社概要（任意様式）
⑦	登記簿謄本の写し（３ヶ月以内に発行されたもの）
⑧	国税、地方税に未納がないことを証明する書類（３ヶ月以内に発行されたもの）
（２）提出期限
令和２年１月２３日（木）　１７時迄
（３）提出方法
合志市役所財政課（１５．問い合わせ先）に直接持参もしくは郵送すること。
（４）提出部数
　 ①は、正本１部、②から⑧までは正本１ 部、副本９部（副本については複写可とする。）とする。

（５）辞退の場合
プロポーザル参加申込書を提出後、参加を辞退する場合は、速やかに辞退届
（様式第３号）を提出すること。

７．質問及び回答
本実施要領及び仕様書に関して不明な点がある場合には、質問書（様式第４号） に記載し、電子メールで提出すること。
メールタイトルは「ふるさと納税一括代行業務に関する質問」とし、提出時には別途、電話によりメールの受信確認を行うこと。
提出先	：合志市総務部財政課財政班
zaisei@city.koshi.lg.jp
提出期限	：令和２年１月１５日（水） 正午
[bookmark: _GoBack]回答方法	：合志市ホームページにて回答する。ただし、質問内容が、質問者固有の提案内容に密接に関わるものについては、質問者に対してのみ回答する場合がある。

８．企画提案書等の作成
（１）企画提案書の作成
企画提案書の作成にあたっては、Ａ４用紙を用い、目次及び頁番号をつけ、表紙を除いて４０ページ以内で両面印刷とする。使用言語は日本語とし、構成は、次のとおりとする。
①	業務体制及び導入計画について
ア	本業務の実施体制について説明すること。また、システムダウン等の不測の事態が生じた場合の対応方法についての説明も併せて行うこと。
イ	運用開始（令和２年４月１日予定）までの導入計画について説明すること。また、導入時におけるサイト閉鎖期間が必要か。必要ならば何日必要か説明を行うこと。
②	個人情報保護対策について
個人情報漏えい防止のための対策と運用についての説明を行うこと。
③	ポータルサイトについて
ポータルサイトの概観及び機能（寄附者の利便性向上に寄与する機能だけではなく、本市職員の事務軽減に寄与する機能も含む。）について説明すること。
④	寄附金の決済方法等について

ア 寄附金の決済方法の種類について説明すること。
イ 決済から本市の指定する金融機関の口座への振込みまでの概要について説明を行うこと。
ウ 寄附申込情報及び決済情報との突合及び消込作業から本市への当該消込データの送付までの概要について説明すること。また、寄附申込情報及び決済情報のセキュリティ対策についての説明も併せて行うこと。
⑤	返礼品の発注及び配送管理について
ア ポータルサイトにおける返礼品の選定から返礼品を寄附者へ配送するまでの概要を説明すること。また、返礼品の発注及び在庫状況の確認にあたり、返礼品提供事業者との連携方法及び体制についての説明も併せて行うこと。
イ	配送状況の確認方法について説明すること。
ウ	配送遅滞又は返礼品の梱包箱の破損等のトラブルがあった場合の対応方法について説明すること。
エ　送料についての説明をすること。また、送料面において「低コストで配送ができる」などメリット等あれば併せて説明すること。
⑥	寄附に関する問合せ対応について
ア	問合せ対応を行う体制について説明すること。
イ	対応が可能な問合せの内容について説明すること。
⑦	プロモーション支援について
本市ふるさと納税を利活用し、本市の認知度を高めるとともに、本市のファンを増やすため、どのような方法でプロモーション支援を実施するか説明すること。
⑧	返礼品の選定・拡充について
ア	本市の魅力を PR できる返礼品の開拓について説明すること。
イ	返礼品の企画提案について説明すること。（観光ツアーや体験型プログラム、ガバメントクラウドファンディングを含む）
ウ	返礼品提供業者の事務負担を軽減させる方法について説明すること。
⑨	ふるさと納税制度の活用促進に係るコンサルティングについて
本市ふるさと納税の推進のため、企画提案者が実施することのできるコンサルティング内容について説明すること。
⑩	その他自社の優位性について
企画提案者の優位性について説明すること。
⑪	業務実績について
熊本県内における同種業務の過去５年分の受託実績について記載する。
⑫	業務に要する費用について
ア5,000,000 円（10,000 円が 500 件）の寄附があった場合の見積書とす る。なお、返礼品の購入費用及び送料は除く。


イ	提案に係る想定されるすべての費用（ポータルサイト利用料等）について項目毎に記載すること。
※提出にあたっては、本業務の目的等を考慮し、要求仕様書の内容を満たしつつ、詳細かつ機能性・安全性・経済性に優れた創意工夫による提案書の提出をお願いする。
　⑬　ふるさと納税目標寄付金について
別紙にて直近５年のふるさと納税の状況を載せているが、本市としてはさらなる上昇を目指している。それについて今後の目標額、上昇に向けた取り組み等あれば提案していただきたい。
（２）その他
①	提出書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
②	提出された書類は返却しない。
③  提出された書類は、提案内容の審査及び受託候補者の特定以外の目的に使用しない。

９．審査概要
審査は、提出書類の内容及びプレゼンテーションについて、評価基準に基づき評価採点を行い、その合計点が最も高いものを選定し、受託候補者とする。ただし、受託候補者の合計点が低い場合や本市が求める提案となっていないと認められるときは、契約しない場合がある。
なお、参加申込者が１者の場合にも、上記選定方法により受託候補者を選定する。
【プレゼンテーション】
①	プレゼンテーションは、１事業者あたり５０分程度（プレゼンテーション
３０分以内、質疑応答１０分以内、準備撤収１０分以内）とする。審査会場への入場は１事業者あたり３名までとする。
② 追加資料の配布は禁止するが、提出された企画提案書と同一の図案や写真を用い、プロジェクタ投影による説明は可能とする。ただし、プロジェクタの使用を希望する場合は、事前に本市担当者と協議すること。
③審査結果については、令和２年２月上旬に当該審査を行った全事業者に対し、書面にて通知する。なお、審査結果についての異議の申し立て等は一切受け付けない。

１０．審査項目及び評価基準
企画提案書及びプレゼンテーション等により、別表に掲げる審査項目につい


て、同表の評価基準に基づき審査及び評価を行う。

１１．受託候補者となる事業者との事前協議等
上記１０において受託候補者に決定した事業者は、本市と企画提案書をもとに契約締結のための仕様確認等の協議を行い、内容について合意の上、改めて見積書を提出するものとする。なお、見積額は原則として提案書の提案価格の範囲内とする。

１２．契約
上記１１による協議に基づき、契約書を作成し、契約の締結を行う。

１３．失格事項
本市は、参加者及び受託候補者と決定した事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、プロポーザルの参加資格又は受託候補者の決定を取り消すものとする。
（１）提案書作成に係る不正行為が認められたとき。
（２）参加資格を満たしていないことが判明し、又は満たさなくなったとき。
（３）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行ったとき。

１４．受託候補者の繰上げ
本市は、受託候補者に契約を締結することができない何らかの事由が発生したときは、プロポーザルにおいて順次以下となった参加者のうち、評価等が上位であった者から順に当該業務についての交渉を行うことができるものとする。

１５．問い合わせ先
合志市　財政課　財政班　　　　　　　　　
住	所：861-1195	熊本県合志市竹迫2140番地 
TEL：096-248-1667
FAX：096-248-1196
Email：zaisei@city.koshi.lg.jp




別紙(寄付実績)

	年度
	件数
	寄付金額

	平成26年度
	63件
	2,271,000円

	平成27年度
	57件
	2,891,000円

	平成28年度
	916件
	22,465,506円

	平成29年度
	1155件
	33,822,755円

	平成30年度
	1192件
	34,168,539円



